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本書面は、東海第二原発の地震動想定が不合理であり、新規制基準に適

合していないこと、原告らの人格権侵害の具体的危険性があること、につ

いて述べるものである。 
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第１ はじめに 

 

地震の科学には限界があることについては、すでに準備書面（４０）にて述

べたとおりであり、地震現象が複雑系であって、理論的予測が不可能であるこ

と、実験ができないこと、そのため過去のデータに頼るしかないが、地震現象

のスパンに比べて圧倒的に少ないデータしかないことが、地震の科学の三重苦

となっている。 

そのため、そもそも地震動の予測をすることは極めて困難であるが、さらに

は、地震現象には大きなバラツキがあることや、地震発生前には、アスペリテ

ィの応力降下量など、各種パラメータが不明であることも、予測に精度がない

ことの理由となっている。 

本書面では、まず旧耐震設計審査指針に規定する基本方針として「想定され

るいかなる地震に対しても、十分な耐震力を有する」ことが求められ、その考

え方が現在の基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイドに受け継がれて、

基本方針として「敷地で発生する地震動全体」の考慮が必要とされていること

が、重要であると指摘した。 

地震の科学の三重苦や地震現象の大きなバラツキの中で、この基本方針を貫

くためには、少ないデータの中で導かれた平均的な地震動の値をどの程度上回

る地震動を想定すべきかの議論が、絶対に必要である。本書面では、とりわけ、

本原発の周辺地域での東北地方太平洋沖地震以降に発生した地震の地震動のバ

ラツキが、被告日本原電の提出した資料からも明らかになっているので、その

中で、平均的値を超えてどの程度の大きさの地震動の想定をすべきかを論じた。 

この議論は、本件原発の地震動想定をする際には、必ずなされなくてはなら

ないものである。ところが、被告日本原電の地震動想定には、その点の議論が

全く欠けており、特に、地震動審査ガイドの規定する基本方針としての、地震

動全体の考慮の要請、すなわちいかなる地震の地震力に対しても確保されるべ

き耐震力の要請が、満たされているかどうかの議論を、被告日本原電は全く行

っていない。そこで、本書面では、この地震動全体の考慮の要請からすれば、

被告日本原電の想定する地震動は、全く不十分であることを、述べる。 
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第２ 新規制基準の耐震設計に関する規定 

１ 実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則 

新規制基準である｢実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則｣（以下｢設置許可基準規則｣という）は、耐震設計につ

いて、次のように規定する。 

 

（地震による損傷の防止） 

第四条 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるもので

なければならない。 

２ （略） 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（以下「基準

地震動による地震力」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない。 

４ （略） 

 

２ 設置許可基準規則の解釈 

その上で、「設置許可基準規則の解釈」は、第４条（地震による損傷の防

止）で、「別記２のとおりとする。」とした上で、別記２に、より詳細な規

定を置いている。 

基準地震動については、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、（略）地震

学及び地震工学的見地から想定することが適切なものとすること、「敷地ご

とに震源を特定して策定する地震動」では、地震の型ごとに敷地に大きな影

響を与えると予想される地震（検討用地震）を複数選定すること、選定した

検討用地震ごとに、不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価

及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤表面までの地震

波の伝播特性を反映して策定することなどを定めている。 

さらに「規則の解釈」は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

について、選定された検討用地震ごとに応答スペクトルに基づく地震動評価
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及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を実施して策定するとして、

それぞれの手法について、どのように地震動評価するかの概要などを定めて

いる。この「震源を特定して策定する地震動」とは、敷地周辺の既知の活断

層の活動によって発生する地震による地震動である。 

これに対して、「震源を特定せず策定する地震動」については、「震源と

活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた

震源近傍における観測記録を収集し、これらを基に、各種の不確かさを考慮

して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトルを設定して策定すること。」と

したうえで、その策定方針についても定めている。この「震源を特定せず策

定する地震動」とは、いくら調査をしてもなお敷地近傍に潜んでいる可能性

のある「隠れ断層」による地震動である。 

 

３ 基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド 

基準地震動策定については、規制委員会の内規である「基準地震動及び耐

震設計方針に係る審査ガイド」（地震動審査ガイド）が、次のように、より

詳細な規定を定めている。 

 

３－１ 基準地震動策定の基本方針 

地震動審査ガイドは、まず基準地震動策定の際の基本方針を定めている（Ⅰ．

基準地震動 ２．基本方針）。その中で、不確かさの考慮について、必要に

応じて不確かさを組み合わせるなどの適切な手法を用いて評価するなどとし

ているが、特に重要なのは、次の規定である。 

（４） 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特

定せず策定する地震動」を相補的に考慮することによって、敷地で
、、、、

発生する可能性のある地震動全体を考慮した地震動
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

として策定さ

れていること。 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず策定する

地震動」を相補的に考慮することによって、敷地で発生する可能性のある地
、、、、、、、、、、、、、、

震動全体を考慮した地震動
、、、、、、、、、、、、

として策定する必要があるのは、原発が極めて危

険な施設であることから、敷地で発生するどんな地震動に対しても安全であ

ることが求められるからである。この規定の「地震動全体を考慮」の「地震
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動全体」は「全ての地震動」と同義であり、危険な原発の安全性は最大限に

確保しなくてはならないから、端的に敷地で発生する可能性のある全ての地

震動に対して安全であることを求めているものである。 

この基本方針のもとで、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」も

「震源を特定せず策定する地震動」も策定されなければならない。実際に行

われている基準地震動策定の当否は、常にこの基本方針に立ち返って、判断

されることが必要である。 

 

この規定は、改正前の発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和

５６年７月２０日）の次の規定（３ 基本方針）と同趣旨である。 

「発電用原子炉施設は想定されるいかなる地震力に対しても
、、、、、、、、、、、、

これが

大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を有していなけれ
、、、、、、、、、、、、、、

ばならない
、、、、、

。」 

想定されるいかなる地震力に対しても有すべき耐震性は、危険な原発であ

るからには当然必要なものであり、この改正前耐震設計審査指針の考え方が

変わるなどということはありえない。その同じ趣旨が、表現を変えて、地震

動審査ガイドには規定されたのである。 

 

なお、その後の平成１８年９月１９日の改訂耐震設計審査指針においても、

基本方針として定められた「施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生

する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定すること

が適切な地震動」を適切に策定する旨の規定が、改訂前指針の「「いかなる

地震力に対しても・・・十分な耐震性を有していなければならない」との規

定が耐震設計に求めていたものと同等の考え方である。」（同改訂指針の解

説）とされている。 

したがって、この想定されるいかなる地震力に対しても耐震性を有すべき

であるという考え方は、改訂の前後を通じた耐震設計審査指針、新規制基準

である地震動審査ガイドに引き続いて採用された耐震設計の基本方針である。

原発という危険な施設の耐震設計であることを鑑みれば、この耐震設計の基

本方針は、一般社会常識上からしても当然の方針である。 
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３－２ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

３－２－１ 地震動審査ガイドの概要 

地震動審査ガイドは、次に「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

について規定する。 

地震動審査ガイド「3．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の「3.

2 検討用地震の選定」では、まず内陸地殻内地震、プレート境界地震及び海

洋プレート内地震のそれぞれについて、検討用地震を複数選定するとされ、

そのそれぞれについて想定する断層の形状等の評価が適切に行われているこ

とを確認するとされる。 

次いで、「3.3 地震動評価」は、「3.3.1応答スペクトルに基づく地震動

評価」「3.3.2断層モデルを用いた地震動評価」「3.3.3 不確かさの考慮」

を規定している。 

応答スペクトルに基づく地震動評価とは、地震観測記録に基づき、マグニ

チュードと震源からの距離の関係をもとに地震動を評価する方法である。 

断層モデルを用いた地震動評価とは、地震の原因である断層運動を表現し

たモデルをもとに地震動を評価する方法である。 

まず、「3.3.1応答スペクトルに基づく地震動評価」も「3.3.2断層モデル

を用いた地震動評価」も、用いられているものは、平均値としての地震動を

求めるものであるので、平均値を求める際のもとのデータのばらつきを踏ま

えて、行う必要がある。断層モデルを用いた手法については、震源特性パラ

メータの設定につき、地震動審査ガイドは「震源モデルの長さ又は面積、あ

るいは１回の活動による変位量と地震規模を関連づける経験式を用いて地震

規模を設定する場合には、経験式の適用範囲が十分に検討されていることを

確認する。その際、経験式は平均値としての地震規模を与えるものであるこ

とから、経験式が有するばらつきも考慮されている必要がある。」としてい

る。いずれもばらつきを考慮することが求められているのである。 

 

３－２－２ 地震動審査ガイドは、中越沖地震の知見を基本モデルとするこ

とを求めていること 

また、「3.3.2 断層モデルを用いた手法による地震動評価」の（４）①の

2）では、「なお、アスペリティの応力降下量（短周期レベル）については、
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新潟県中越沖地震を踏まえて設定されていることを確認する」とされている。 

ここで取り上げられている新潟県中越沖地震は、２００７年新潟県中越沖

地震のことであり、同地震の応力降下量は平均的値の１．５倍となったこと

が観測されている。 

 

 

 入倉―三宅のスケーリング則。図の黄色い領域が±σの領域であり、その黄色の領域の

右端は、横軸で見て中央の線のほぼ２倍の値となっている。また、平均的値の４倍の値の

データも図中には存在する。同じ面積の断層面で、地震モーメント Mo の値が２倍なら、ア

スペリティの面積比が同じであるとしたときに、アスペリティの応力降下量も２倍となる。 

 

しかしながら、応力降下量が平均的値の１．５倍程度となった地震は決し

て珍しいものではない。 

地震動審査ガイドは、次に、「3.3.3 不確かさの考慮」を求めている。 

したがって、中越沖地震の知見を踏まえることは、「3.3.3 不確かさの考

慮」の以前の、基本モデル設定の際になすべきこととされていることは、同

ガイドの構成上も、明らかである。 
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そもそも、たかだか１０年ほど前の中越沖地震の知見から、応力降下量を

平均的値の１．５倍として地震動評価をしたとしても、それで将来敷地で発

生する全ての地震の地震動が、その地震動評価以下になるなどということに

はありえないことである。これでは「敷地で発生する可能性のある地震動全

体の考慮」がなされたとは言えず、「想定されるいかなる地震力に対しても

十分な耐震性を有する」ことにはなりようがないのである。 

地震動審査ガイドが、中越沖地震を踏まえたモデルを、「不確かさの考慮」

の前の基本モデルとするように求めたのは、レシピによる平均的値の１．５

倍の応力降下量程度では、到底、「敷地で発生する可能性のある地震動全体」

の考慮にはなりようがないと考えてのことと思われる。 

 

３－２－３ 中越沖地震の知見は「不確かさの考慮」として扱われているこ

と 

 ところが、後述するように、日本原電もその他の電力会社も、中越沖地震

の知見は「不確かさの考慮」として扱い、レシピによる平均的値の１．５倍

のアスペリティの応力降下量を設定しておけば良いとして、それを超える地

震動は想定しようとせず、また、規制委員会も想定を求めていない。 

しかしながら、上記に見たように、応力降下量が平均的値の１．５倍にな

る地震は決して珍しいものではない。同じ面積の断層面で、平均的値の２倍

になる地震動ですら＋σの程度の値でしかなく、それをはみ出すものが発生

する可能性が１６％程度はある。したがって、平均的値の１．５倍では全く

不足することは、地震動審査ガイドの規定する基本方針に照らして明らかで

ある。 

被告日本原電も規制委員会も、中越沖地震の知見から、アスペリティの応

力降下量をレシピの１．５倍にしておけば、原発の安全性は確保できるとい

うのか。そもそも、応力降下量が平均的値の１．５倍以上となる可能性がな

いというのか。あるいは、その可能性があるとしても、それを考慮する必要

がないというのか。そうであるなら、なぜそのようにいえるのかを、被告ら

は、明らかにすべきである。 

この議論を避けては、本件原発の安全性の確保にどれだけの想定が必要か

についての判断は、なしようがない。したがって、被告らは、これらについ
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て、明確な主張をすべきである。 

 

３－３ 震源を特定せず策定する地震動 

３－３－１ 地震動評価の手法 

地震動審査ガイドは、次に「震源を特定せず策定する地震動」について規

定する。まず、策定方針として、「「震源を特定せず策定する地震動」は、

震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内地震について得ら

れた震源近傍における観測記録を収集し、これらを基に各種の不確かさを考

慮して敷地の地盤特性に応じた応答スペクトルを設定して策定されている必

要がある。」とする。また応答スペクトルの設定においては、解放基盤表面

までの地震波の伝播特性が反映されている必要があるとし、そのうえで「地

震動の策定においては、」設定された応答スペクトルに対して、地震動の継

続時間、振幅包絡線の経時的変化等の地震度特定が適切に評価されている必

要がある。」とする。 

また、地震動評価として 

（１）震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震

を検討対象地震として適切に選定し、それらの地震時に得られた震

源近傍における観測記録を適切かつ十分に収集していることを確

認する。 

（２）検討対象地震の選定においては、地震規模のスケーリング則（ス

ケーリング則が不連続となる地震規模）の観点から、「地表地震断

層が出現しない可能性がある地震」を適切に選定していることを確

認する。 

（３）また、検討対象地震の選定の際には、「事前に活断層の存在が

指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部の痕跡

が確認された地震」についても検討を加え、必要に応じて選定して

いることを確認する。 

と規定する。 

 次に、地震動審査ガイドは、「震源を特定せず策定する地震動」の地震動

評価について、次のように規定する。 

4.2 地震動評価 
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4.2.1 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

    （1）震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地

震を検討対象地震として適切に選定し、それらの地震時に得られ

た震源近傍における観測記録を適切かつ十分に収集していること

を確認する。 

    （2）検討対象地震の選定においては、地震規模のスケーリング（ス

ケーリング則が不連続となる地震規模）の観点から、「地表地震

断層が出現しない可能性がある地震」を適切に選定していること

を確認する。 

    （3）また、検討対象地震の選定の際には、「事前に活断層の存在が

指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部の痕

跡が確認された地震」についても検討を加え、必要に応じて選定

していることを確認する。 

 

さらに、「解説」では 

（1）「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」は、断層破壊

領域が地震発生層の内部に留まり、国内においてどこでも発生する

と考えられる地震で、震源の位置も規模もわからない地震として地

震学的検討から全国共通に考慮すべき地震（震源の位置も規模も推

定できない地震（Mw6.5未満の地震））であり、震源近傍において

強震動が観測された地震を対象とする。 

（2）「事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域において発

生し、地表付近に一部の痕跡が確認された地震」は、震源断層がほ

ぼ地震発生層の厚さ全体に広がっているものの、地表地震断層がそ

の全容を表すまでには至っていない地震（震源の規模が推定できな

い地震（Mw６．５以上の地震）であり、孤立した長さの短い活断層

による地震が相当する。なお、活断層や地表地震断層の出現要因の

可能性として、地域によって活断層の成熟度が異なること、上部に

軟岩や火山岩、堆積層が厚く分布する場合や地質体の違い等の地域

差があることが考えられる。このことを踏まえ、観測記録収集対象

の地震としては、以下の地震を個別に検討する必要がある。 
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① 孤立した長さの短い活断層による地震 

② 活断層の密度が少なく活動度が低いと考えられる地域で発生

した地震 

③ 上部に軟岩や火山岩、堆積層が厚く分布する地域で発生した地

震 

 

とし、その収集対象となる内陸地殻内地震の例示として、次の１６の地震を

挙げる。 

    

    

 

この１６の地震のうち、②の活断層の密度が少なく活動度が低いと考えら

れる地域で発生した地震は、２番の鳥取県西部地震を指し、また上部に軟岩

や火山岩が厚く分布する地域で発生した地震は、１番の岩手宮城内陸地震を

指す。 

この「震源を特定せず策定する地震動」は、敷地近傍のどこにあるか分か
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らない隠れた断層（隠れ断層）が活動したときの地震動全体を、想定してお

くことが必要であることから策定するものである。既知の断層が活動したと

きの地震動だけでは、敷地に襲う地震動全体を考慮したことにはならず、「隠

れ断層」の活動による地震動を想定し、既知の断層の活動による地震動とを

相補的に考慮して初めて、「敷地で発生する可能性のある地震動全体」を考

慮したことなる。 

 

３－３－２ 震源を特定せず策定する地震動における不確かさの考慮 

「震源を特定せず策定する地震動」を評価する方法として地震動審査ガイ

ドが規定するのは、対象となるような地震の地震動観測記録を収集して、そ

れを基に各種の不確かさを考慮して策定するというものである。前述した「地

震動全体を考慮する」という基本方針からして、この「各種の不確かさの考

慮」は、それによって「隠れ断層」の活動によって敷地で発生する可能性の

ある地震動全体をカバーしようできる「不確かさの考慮」でなければならな

い。 

ただ、地震動審査ガイドの規定からすれば、出発点は「隠れ断層」の活動

による実際の観測記録ということとなる。その上で、この観測記録から、起

こる可能性のある「隠れ断層の活動による地震動全体」を考慮でき、「いか

なる地震力に対しても十分な耐震性を有する」地震動を推定できる「不確か

さの考慮」がなされることが必要とされているのである。 

この「各種不確かさの考慮」がどのようなものかについては、新規制基準

策定にあたって作られた「発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる新

安全設計基準に関する検討チーム」の第７回会合（平成２５年１月２２日）

における，藤原広行独立行政法人防災科学技術研究所社会防災システム研究

領域長の，次の発言がある(甲Ｄ３２)。 

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8219962/www.nsr.go.jp/comm

ittee/yuushikisya/shin_taishinkijyun/data/20130122-taishinkijyun.pdf 

 

「震源を特定せず策定する地震動」・・・のところに，「これらを

基に，」の後に，「各種不確かさを考慮して」という言葉を追記し

ていただいたほうがいいんじゃないのかと思っています。ここの各

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8219962/www.nsr.go.jp/committee/yuushikisya/shin_taishinkijyun/data/20130122-taishinkijyun.pdf
http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8219962/www.nsr.go.jp/committee/yuushikisya/shin_taishinkijyun/data/20130122-taishinkijyun.pdf
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種不確かさというのは，・・・単なるモデルパラメータだけでなく

て，これこそわからないところなので，わからなさかげんという認

識論的なものとか，いろいろな不確かさを考慮してということをぜ

ひとも入れていただきたいと思います。」（６６頁） 

     

「各種不確かさ」には、認識論的不確かさや偶然的不確かさが含まれる。

認識論的不確かさとは、我々の知見がまだまだ少ないことによって、知り得

ていないことが多数存在するだろうことによる不確かさである。この不確か

さは、たとえば何万年、何１０万年とデータが蓄積されていけば低減してい

く。一方、偶然的不確かさはデータの蓄積があっても低減しない性質のもの

である。この認識論的不確かさ、すなわちデータが少ないことによる不確か

さを低減させるには、地震現象の何１０００年、何万年、何１０万年という

長い長いスパンに比べて、わずか２０年にも満たない期間での観測記録では、

あまりに不足である。長期間の間には、われわれが想像もできない現象が起

こるかもしれない。したがって、わずかな期間から、データのあまりに少な

いことによって生じる不確かさを、正しく評価することも、本来極めて困難

である。そうすると、認識論的な不確かさを考えれば、危険な原発の運転は、

せめて何万年かのデータの蓄積をまってなすべきであるが、そうはできない

としても、認識論的な不確かさを、科学的想像力を駆使して最大限に考慮す

ることが必要となるはずである。 

こうして認識論的不確かさの考慮を十分にして、初めて「隠れ断層の活動

によって敷地で発生する可能性のある地震動全体」を考慮することができ、

全ての地震力に対する十分な耐震性が確保できるから、「可能性のある地震

動全体」を考慮しなければならないという基本方針からすれば、認識論的不

確かさを考慮すべきなのは、当然のことであり、ことさら藤原氏の発言をま

つまでのことではない。したがって「隠れ断層の活動による地震動全体」を

カバーするには、考えられる「不確かさの考慮」は最大限網羅しなければな

らない。したがって、「各種」という文言は、それを念のため明確化したも

のに過ぎないと言うことができる。 

なお、２０１８年１月２５日に第１回会合の行われた「震源を特定せず策

定する地震動に関する検討チーム」の資料３ 「「震源を特定せず策定する地
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震動に関する検討チーム」の主な検討課題について」（甲Ⅾ５２）では、以

下の検討課題が挙げられている（４頁）。 

http://www.nsr.go.jp/data/000216989.pdf 

「十分な観測記録を収集対象とすることを念頭に、一定の震源距離を目安

に対象の観測点を抽出する。また、震源距離は、地震の発生位置と観測点の

設置位置との位置関係により様々であるため、観測点で収集された観測記録

を震源近傍における観測記録として評価するため、距離補正を実施すること

でよいか。」 

この検討課題は、そもそも例示された１６地震の観測記録だけでは不十分

だということから、観測記録そのものではなく、距離補正したものも採用し

ようとするものである。このことは、現在得られている観測記録だけでは不

足していることを規制当局側も十分に認識していることを意味している。し

かし、観測記録そのものだけではなく、距離補正したものを用いてもなお、

観測記録自体としては不足していることは明らかであり、それをどうやって

「不確かさの考慮」として補っていくのかが問われなければならない。 

     

４ 最新の知見に基づき、科学的想像力を発揮し、十分な不確かさを考慮し

なければならないこと 

 

「基準津波及び対津波設計方針に係る審査ガイド」（津波審査ガイド）は、１

総則の 3，2（2）として、「基準津波の策定に当たっては、最新の知見に基づき、

科学的想像力を発揮し、十分な不確かさを考慮していることを確認する。」と規

定する。 

この規定は、自然現象が、しばしば想定を超えてしまうこと、とりわけ津波

については、東北地方太平洋沖地震・津波が想定を超えたものであったために

置かれたものと思われる。 

しかし、自然現象が想定を超えてしまうことは津波に限ったことではなく、

地震、火山、竜巻など自然現象に共通する問題である。 

したがって、科学的想像力を発揮し、十分な不確かさを考慮すべきことを津

波に限る理由はなく、地震、火山さらには竜巻についても求められるものであ

り、新規制基準の全体系としてみれば、自然現象の想定全てに「不確かさの考

慮」に当たっては、科学的想像力の発揮を求めていると見るべきである。 

また津波は、主として断層運動によって発生する。したがって、津波につい

て検討する場合のみ、断層運動についても科学的想像力の発揮を求めるという

http://www.nsr.go.jp/data/000216989.pdf
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のは不合理である。したがって、少なくとも断層運動に伴う地震については、

津波の発生原因として検討する場合のみならず、科学的想像力の発揮が求めら

れているとみなければならない。 
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第３ 被告日本原電の地震動評価 

 

１ はじめに 

被告日本原電が策定した基準地震動は、平成２９年１１月１０日付「東

海第二発電所 基準地震動の策定について」（甲Ⅾ５３）にまとめられて

いる（以下、特に断りなき限り、図表は、甲Ⅾ５３のものである）。 

http://www.nsr.go.jp/data/000208751.pdf 

上記の図はトリパタイト図（三軸表示図）といい、縦軸が応答速度、横

軸が周期、右上がりの４５°の線が応答加速度を示す。 

地震動の大きさは横軸周期０．０２秒における加速度で表される。 

この図には、合計８つの地震動が表されており、被告日本原電は、この

８つの地震動をもって、基準地震動としている。 

Ｓｓ－Ｄ１は、応答スペクトル手法による地震動である（他の地震動と

異なり直線で構成されている）。Ｓｓ－１１、１２、１３、１４の４つは、

Ｆ１断層、北方領域の断層、塩ノ平地震断層の連動による地震（内陸地殻

http://www.nsr.go.jp/data/000208751.pdf
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内地震）について、断層モデル手法による地震動である。Ｓｓ－２１、２

２の２つは、２０１１年東北地方太平洋沖型地震（プレート間地震）につ

いて、断層モデル手法による地震動である。Ｓｓ－３１は、２００４年北

海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動とされている。 

これらの策定の過程は、以下のとおりである。 
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これらのうち、留萌支庁南部地震は「震源を特定せず策定する地震動」で

あり、残りの７つは「震源を特定して策定する地震動」である。 

 

以下、これらの基準地震動想定が不合理であり、新規制基準に適合してい

ないこと、原告らの人格権侵害の具体的危険性があること、について述べる。

なお、プレート間地震や内陸地殻内地震の地震動評価に比べ、海洋プレート

内地震の地震動評価は相当に小さなものであることから、海洋プレート内地

震については論ぜず、プレート間地震と内陸地殻内地震についての地震動評

価のみについてみることとする。 

 

２ プレート間地震（震源を特定して策定する地震動） 

 

２－１ 応答スペクトル手法による地震動評価 

２－１－１ 検討用地震の選定 

被告日本原電は、検討用地震選定の前提として、応答スペクトル手法による

地震動評価に用いる補正係数を、地震観測記録から導いている。そのためまず、
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に、解放基盤波の応答スペクトルを耐専スペクトルで除した「応答スペクトル

比」を算出した。 

 

                 敷地の観測記録（解放基盤表面） 

    応答スペクトル比 = ────────────────── 

                  Noda et al(2002)による値 

 

これを図示したものが次の図である。 

 

 

プレート間地震についての観測データに基づく応答スペクトル比の図は、次

のとおりであった。 
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この図から、鹿島灘付近で発生したプレート間地震については、特に短周期

側で応答スペクトル比が４倍程度大きいとされ、短周期側で４倍の補正係数を

考慮することとされた。 

しかし、この４倍を示す青点線は、中央の平均的値を示す太い実線よりいく

ぶんか上乗せされた値を示すものとなっているが、しかし＋σの細い実線にも

届かない不十分なものでしかなかった。 

仮に、＋σ程度を考慮するとすれば、平均的値の５～６倍程度を考慮しなけ

ればならない、さらに、＋σでもそれをはみ出す値は１６％程度はあるから、

これらを考慮するとすれば、平均的値の 10 倍程度はとることが必要となるはず

である。 

他方、鹿島灘付近を除く領域で発生した地震については、下図にあるように、

「応答スペクトル比がほぼ１倍であるため補正は行わない」とした。 
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上の右図を見れば、応答スペクトル比のばらつきは、相当に大きいことが分

かる。それなのに、ほぼ平均的値の１倍を採用して足りるという被告日本原電

の想定は、あまりに不十分と言うほかない。実際には、応答スペクトル比は、

Noda et al(2002)による値を何倍も超える値となった地震が多数発生している。

したがって、＋σの値程度は採用して２倍程度と最低限すべきであるし、＋σ

程度では不十分だということを踏まえれば、やはり Noda et al(2002)による値

の４倍程度の値とすべきである。 

また、後に述べる内陸地殻内地震については、福島県と茨城県の県境付近の

地震について、平均的な応答スペクトル比が１倍を若干上回る程度であるのに、

短周期では＋σの値に近い２倍の補正係数を採用している。この内陸地殻内地

震についての方針とプレート間地震についての方針は、明らかに齟齬している。 

その後、被告日本原電は、下図のように、過去発生した複数の地震について、

東北地方太平洋沖地震の本震と余震については観測記録を、その他の地震につ

いては Noda et al(2002 )の手法に補正係数を考慮して応答スペクトルを導き、

そのうえでもっとも大きいとされた 2011年東北地方太平洋沖地震の本震を、プ

レート間地震の検討用地震として選定した。 
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２－１－２ プレート間地震についての被告日本原電の応答スペクト

ル手法による地震動評価に対する批判 

上記図の東北地方太平洋沖地震の本震の値（青曲線）は、実観測記録による

ものであるが、上記のように、1896 年の鹿島灘の地震の短周期での値（上記右

図の赤実線）をNoda et al(2002)による応答スペクトルの10倍の値としたなら、

東北地方太平洋沖地震の実観測記録の値を相当程度上回ることとなってしまう。 

赤実線の値は、右上がりの４５°の線で見ると、おおよそ 350 ガルほどであ

るので、補正係数を４倍から６倍に変更すれば 500 ガル強となり、さらに１０

倍とするなら、900 ガルほどとなって、東北地方太平洋沖地震の地震動の大きさ

である 600ガル弱を大きく上回ることとなるのである。 

したがって、被告日本原電の応答スペクトル手法によるプレート間地震の地

震動評価は、過小であって、不十分である。 

 

２－２ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

２－２－１ 基本震源モデルの設定 

被告日本原電は、断層形状や SMGA（強震動生成域）の位置については、2011

年東北地方太平洋沖地震の震源域などを参考に、以下のような基本震源モデル
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を設定した。 

 

 

また、基本震源モデルについて被告日本原電の採用した断層パラメータは、

次のとおりとなっている。重要なパラメータである応力降下量についてみれば、

断層全体の平均応力降下量は、3.08MPa とされており、SMGA の平均応力降下量

は、24.6MPaとされている。 
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２－２－２ 不確かさの考慮 

被告日本原電は、そのうえで「不確かさの考慮」をしている。取り上げられ

た「不確かさの考慮」は、断層設定位置、地震規模、短周期レベル、SMGA位置、

破壊開始点であった。重要な施設、設備の固有周期が短い原発にとって危険な

地震動は短周期地震動であるが、短周期地震動は距離によって大きく減衰して

いってしまう。そのため、敷地のもっとも近傍にある強震動生成域（SMGA）で

の応力降下量が、敷地での短周期地震動の大きさにもっとも大きく効いてくる。

したがって、「不確かさの考慮」として挙げられたもののうち、短周期レベルが、

重要となってくる。 
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上の表にあるように、被告日本原電は、短周期レベルを、宮城県沖、福島県

沖、茨城県沖で発生する地震の平均で設定したとし、「震源モデルに含まれる宮

城県沖や福島県沖の領域では、基本ケースよりも短周期レベルが大きい地震が

発生しているものの、基本ケースにおける短周期レベルの設定は、茨城県沖で

発生する地震に対しては安全側の設定になっている。」とし、しかし「敷地での

地震動に影響を与えるのは敷地近傍の SMGA であることを踏まえ、宮城県沖や福

島県沖で発生する地震動の短周期レベルを概ねカバーできるよう、基本ケース

の短周期レベルの 1.5 倍を不確かさとして考慮する。」としている。 

しかし、すでに検討した、敷地付近で発生したプレート間地震についての解

放基盤波の応答スペクトルを耐専スペクトルで除した「応答スペクトル比」を

示す下図を見れば、この見解は被告日本原電の述べるところと合致していない。 
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ここでは、鹿島灘付近で発生したプレート間地震は、応答スペクトル比が短

周期側で平均的値より大きいとされており、それは鹿島灘付近でのプレート間

地震の短周期レベルが大きいことを意味している。それはこの付近でのプレー

ト間の固着の程度が大きいことを示しているから、基本モデル自体、それを反

映したものであることが必要である。「宮城県沖や福島県沖の領域では、基本ケ

ースよりも短周期レベルが大きい地震が発生している」として、茨城県沖は、

短周期レベルが大きな地震は発生していないかのように被告日本原電は主張し

ているが、鹿島灘付近はまさしく茨城県沖であり、茨城県沖で短周期レベルが

大きい地震が発生しているはずである。茨城県沖全体として見て、そこで起き

た地震の平均的な短周期レベルが仮に小さかったとしても、鹿島灘付近で短周

期の地震動が大きい地震が発生していることは軽視できない。 

被告日本原電の基本モデルでは、鹿島灘付近に１つの SMGAが設定されている



29 

 

から、その SMGA の平均応力降下量は、平均的値の４倍とすべきだというのが、

このデータによる結論となるはずである。そして地震による大きなばらつきが

あることが、データ上を認められるから、少なくとも+σ程度の値を考慮するな

ら、それをさらに上乗せして、平均的値の６～７倍の値とすることが求められ

る。ちなみに、複数アスペリティのあるときに、全て同じ応力降下量とすると

いうが、被告日本原電の設定であり、それで足りるというのが着せ氏委員会の

確立した方針であるが、現実には複数アスペリティの応力降下量が異なること

はしばしばあるから、この被告日本原電の設定も、それを是認する規制委員会

の確立した方針も、原発の安全性を考えない、極めて不合理なものである。 

 

 

なお、被告日本原電は、さらに短周期レベルの不確かさの考慮に加えて SMGA

位置を、より敷地に近い位置に置く不確かさの考慮を合わせて行っている。 

 

 

アスペリティが敷地の近傍であればあるほど、地震動は大きくなるから、短

周期レベルを 1.5 倍にしたうえで、さらにアスペリティを敷地近傍に配置すれ

ば、より地震動は大きくなる。したがってこの２つの不確かさの考慮を重畳的

に行う必要があるが、ただし、もっとも大きく地震動の大きさに効いてくるの

は、短周期レベルをどれほどにするかである。 
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２－２－３ 評価結果 

被告日本原電は、プレート間地震について、次のように評価結果をまとめて

いる。水平動での地震動の大きさを見れば、応答スペクトル手法による解放基

盤波の包絡スペクトルでは 600 ガル、断層モデルを用いた手法での基本モデル

で 594 ガル、SMGA 位置を敷地直近に配置した不確かさ考慮のモデルでは 662 ガ

ル、短周期レベルを強震動予測レシピの 1.5 倍にした不確かさ考慮のモデルで

は 901 ガル、SMGA 位置の不確かさと短周期レベルの不確かさを重畳的に考慮し

たモデルでは 1009 ガルとされている。 

 

 

 

 しかし、すでに述べたように、直近の SMGA の応力降下量の設定は、強震動予

測レシピの 1.5 倍では不十分であり、仮にこれを４倍とするなら、SMGA 位置の

不確かさと短周期レベルの不確かさを重畳的に考慮したモデルの 1009ガルをも

ととするなら、2691 ガルの地震動を想定しなければならない。またさらに４倍

ではなく６倍とするなら、4036 ガルの想定をすべきこととなる。ただし、これ

は直近の SMGAの応力降下量が増加した分だけ地震動も増大するとしてであるが、

直近の SMGAの応力降下量が、地震動の大きさをほぼ決めるとすれば、この値を
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とってもほぼ間違いはない。 

 

３ 内陸地殻内地震（震源を特定して策定する地震動） 

３－１ 内陸地殻内地震についての検討用地震の選定 

内陸地殻内地震についても、同様の検討がなされたが、それを示すのが下図

である。 

 

 

ここで、福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震については、

上記の図にあるように、他の地域と比べ、応答スペクトル比が大きく、そこで、

右図の青点線に示されているような補正係数を用いるとされた。他方、下図の

とおり、福島県と茨城県の県境を除く地域で発生した内陸地殻内地震の応答ス

ペクトル比は、各地震の平均はほぼ１倍であるとして、補正は行わないとされ

ている。 
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上の右図を見ると、データのばらつきが福島県と茨城県の県境付近で発生し

た内陸地殻内地震の場合より、相当に大きなばらつきがあることがわかる。こ

れは地震発生場所の範囲が広くなったことによる可能性はあるが、一方で、福

島県と茨城県の県境付近の内陸地殻内地震の場合には、データが少なくそれで

ばらつきが大きくならなかった可能性もあるとみるべきである。 

ところで、+σ程度では、その値をはみ出すものが１６％あることになるので、

その程度の値では、原発の耐震設計の前提となる地震動の大きさとしては不足

であるから、少なくとも+２σ程度の値はとることが必要である。そこで、それ

をはみ出すものが２．３％となる+２σをとれば、福島県と茨城県の県境付近以

外の地域での内陸地殻内地震では、地震動は、平均的値の４倍の値となるから、

同様に、福島県と茨城県の県境付近の内陸地殻内地震でも、平均的値の４倍程

度の地震動にはなりうると考えなければならない。 
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３－２ 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

３－２－１ 被告日本原電の想定 

こうして、敷地近傍の断層や過去の被害地震について、応答スペクトルに基

づく手法により、導いた応答スペクトル図が下記である。 

 

 

 

 このうち、右図を拡大したものが次の図となる。 
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この図によって、被告日本原電は、内陸地殻内地震の検討用地震として、F１

断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動した地震（上図⑤）を選定した。 

 

３－２－２ 内陸地殻内地震についての日本原電の応答スペクトル手

法による地震動評価に対する批判 

上図右の応答スペクトル図の左端の値が地震動の大きさを示しているが、F１

断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動した地震の応答スペクトルを示

すと思われる一番上の赤線で見ると、地震動の大きさは、右上がりの４５°の

線がそれであり、その左端が地震動の大きさを示している。そこでこれを見る

と、その値は 600 ガルとなっている。この断層については、上の表では、補正

係数を考慮するとされているので、600ガルは、短周期では補正係数２倍が掛け

られた結果の値である。しかし、前述したように、補正係数は、福島県と茨城

県の県境付近の内陸地殻でも、４倍をとるべきであるから、地震動は 1200ガル
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の地震動を想定することが必要となる。 

したがって、不十分な補正係数をもとにした被告日本原電の内陸地殻内地震

の応答スペクトル手法による地震動評価は、過小であって不十分である。 

 

 

３－３ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

３－３－１ 基本震源モデルの設定 

被告日本原電は、まず内陸地殻内地震の検討用地震として選定した F１断層、

北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動した地震について、基本震源モデルと

して、次の震源モデルを採用し、設定した断層パラメータは、次のとおりであ

った。 

ここで、断層の長さは、約 58km、地震のタイプとしては正断層、傾斜角は西

傾斜 60 度、断層上端深さを 3km、下端深さを 18km として、断層幅は 17.3km と

されている。また、平均応力降下量は、断層全体として 3.1MPa、アスペリティ

の応力降下量は２つのアスペリティとも同じ 14.09MPa、背景領域の実効応力は

2.82MPaとされている。 
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３－３－２ 不確かさの考慮の不足（地震動審査ガイド違反） 

被告日本原電は、そのうえで断層傾斜角を西傾斜 45度にする、短周期レベル

を強震動予測レシピの 1.5 倍とする、アスペレイティ位置を敷地に近い位置で

はなく、断層端部にするという不確かさの考慮をした。 

このうち、もっとも敷地の地震動の大きさに効いてくるのは、短周期レベル

を 1.5 倍とすることである。これは、中越沖地震の知見によるものであるが、

そもそも地震動審査ガイドでは、中越沖地震の知見を踏まえて短周期レベルを

強震動予測レシピの 1.5 倍とすることは、基本モデルとして採用し、そのうえ

でさらに不確かさの考慮をするよう求めているから、この被告日本原電の行っ

た手法は、地震動審査ガイドにも反するものでしかない。なお短周期レベルを

1.5倍とすることは、アスペリティの平均応力降下量を 1.5倍とすることと全く

同じではないが、ほぼ同じ意味を有するとみてよい。わずか 20 年弱の期間で、

大きな平均応力降下量となった地震があったとしても、そのわずかな期間での

値を超える地震が今後起こるであろうことは、当然に予測すべきことであるか

ら、いずれにしてもこの「不確かさの考慮」として、短周期レベルを強震動予

測レシピの 1.5 倍にするというだけでは、危険な原発の地震動の予測としては

全く不十分と言うべきである。 
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３－３－３ 不確かさの考慮の不足（応答スペクトル比のデータからも

1.5 倍では不足することが明らか） 

被告日本原電は、内陸地殻内地震の地震動評価に用いる補正係数の検討に於

いて、福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震における応答スペ

クトル比は、短周期側で大きくなる傾向があるとしている。 

 

 

被告日本原電の採用した検討用地震の F１断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震

断層の連動した地震は、まさしく福島県と茨城県の県境付近で発生する地震で

ある。そうであれば、その断層モデルを用いた地震動評価においても、地震動

が短周期側で大きくなるということを考えない理由はない。少なくとも、被告

日本原電が採用した補正係数である２倍を、上記の平均応力降下量に掛け、

6.2MPaとすることが必要のはずである。また、２倍でも、たかだか+σ程度の値

でしかないことからすれば、やはり４倍程度の値を採用することも必要である。 

 

３－３－４ 複数アスペリティが設定されるときの応力降下量 

 

被告日本原電は、前記のとおり、F１断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層

の連動した地震について、基本震源モデルとして、２つのアスペリティの応力
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降下量を、ともに同じ 14.09MPaとしている。これは、他の全ての原発で共通の

対応であり、複数アスペリティを設定するときには同じ応力降下量とすること

を規制委員会も認めている。 

しかし、北陸電力の解析によれば、2007 年能登半島地震では、２つあるアス

ペリティの応力降下量は異なっていて、一方が他方の２倍の応力降下量となっ

ていた。それが下図である（甲Ⅾ５４『原発 地震動に対する安全性の視点』

38頁）。 

 

   

また、中越沖地震でも、複数アスペリティの応力降下量は異なるという解析

もあり、複数アスペリティの応力降下量が異なることは、極く普通に起こるこ

とである。 

そうであれば、F１断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動した地震に

ついての基本震源モデルの２つのアスペリティの応力降下量もまた、異なる値

を設定することが、少なくとも不確かさの考慮として必要となる。 

敷地の地震動は、直近のアスペリティの応力降下量に大きく影響される。そ

れは、原発にとって危険な短周期の地震動が距離によって減衰しやすいからで

ある。だから、本件原発においても、上記基本モデルの南側のアスペリティの

応力降下量が北側のものより大きい場合がより厳しい設定となる。北陸電力の
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能登半島地震の解析結果からしても、少なくとも北側のアスペリティの２倍の

値は南側のアスペリティの応力降下量として設定すべきであるが、十分な不確

かさの考慮をするのであれば、それでも不足すると考えるべきである。もとも

と福島県と茨城県の県境付近で発生する地震として、断層全体の応力降下量を

平均的値の４倍にすべきだとすれば、南側のアスペテティについては、被告日

本原電の設定値の少なくとも８倍の値の 113MPa をとることが必要となる。 

 

３－３－５ 評価結果 

  被告日本原電は、次のように内陸地殻内地震についての地震動の評価結果

をまとめている。 

 

 

これによれば、短周期レベルの不確かさのケースで、地震動はほぼ 900ガルに

達している。しかし、強震動予測レシピの 1.5倍ではなく、2倍をとるとすれ

ば 1200ガル、さらに４倍をとるとすれば 2400ガル、さらに南側のアスペリテ

ィについては平均的値の８倍をとるとすれば、概ね 4800 ガルの地震動を想定

することが必要となる。 
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４ 震源を特定せず策定する地震動 

４－１ Mw6.5 以上の地震 

被告日本原電は、地震動審査ガイドが例示する Mw6.5以上の地震である、2000

年鳥取県西部地震についても、2008 年岩手・宮城内陸地震についても、どちら

もその震源域と東海第二発電所における地質・地質構造等を整理した結果、地

域の特徴が大きくことなっていることから、当該地震の観測記録は収集対象外

とするとした。 

 

４－２ Mw6.5 未満の地震 

４－２－１ 地震動審査ガイドで例示された１４地震中、留萌支庁南部

地震のみを残したこと 

被告日本原電は、「平成２９年１１月２０日 東海第二発電所 基準地震動の

策定について」の 4－202で、以下の表を規制委員会に示し、留萌支庁南部地震

のみを Mw6.5 未満の地震として残して、その観測記録に、幾分かの不確かさの

考慮なるものを行って、「震源を特定せず策定する地震動」とした。 

 

 

 

留萌支庁南部地震のみを残したことについては、被告日本原電は、その 4－203
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で、留萌支庁南部地震の観測記録については、信頼性のある基盤地震動が評価

できたと考えられることから、震源を特定せず策定する地震動として考慮する

とし、2011年茨城県北部地震の EBRH13（高萩）、2013年栃木県北部地震の TCGH07

（栗山西）、2011年和歌山県北部地震の WKYH01（広川）の観測記録については、

信頼性ある地盤モデルが構築できず、はぎとり解析による基盤地震動の評価は

困難であると考えられるため、今後も継続的に知見の収集、はぎとり解析など

の検討が必要であるとして、採用せず、2011 年長野県北部地震の NIG023（津南）

の観測記録については、地盤情報が乏しく、はぎとり解析による基盤地震動の

算定が困難であるため、今後、各種調査により地盤情報の取得が必要であると

して、同じく採用しなかった。 

  

４－２－２ ４地震について地盤モデル構築のための探査などを行お

うとしないこと 

留萌支庁南部地震については、電力中央研究所の佐藤浩章地球工学研究所地

震工学領域主任研究員ほか３名地球工学研究所研究員と藤原広行領域長ほか３

名の防災技術研究所の所員共同執筆の「物理探査・室内試験に基づく 2004年留

萌支庁南部の地震による K-NET 港町観測点（HKD020）の基盤地震動と差異と特

性評価」（佐藤ほか（2013））（甲Ⅾ５５）が、「特に，サイト特性については，

詳細な地盤調査を実施することによって，その影響を定量的に把握できる可能

性が期待できる」としたうえで、「当該地点にて詳細な物理探査と地盤の室内試

験を実施し」、地盤モデルを構築してはぎとり解析ができたとして、基盤地震動

を導いている（１頁）。この調査では、HKD020 観測点の北西約５ｍに 300ｍのボ

ーリング掘削をして、ボーリングコアを採取し、ボーリング孔で２種類の PS検

層(注)を行い、採取したコアによって室内試験を行っている。 

https://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/download/G4m62M096jM

XzdUhQ3n5M6VYX4NMh68p/N13007.pdf 

 

ところが、他の４地震については、現時点に至るまで、観測点近くでの新た

なボーリング掘削をした上での探査や試験はなされておらず、相変わらず「地

盤モデルが構築できない」として放置されたままとなっている。詳細な探査な

どを実施すれば、信頼性ある地盤モデルの構築も可能であると思われるのに、

電力中央研究所も各電力会社も、そのようなことには手をつけようともしてい

ない。 

(注)  PS検層とは、ボーリング孔を用いて、地盤内の P波と S波の速度分布を

測定するもの。P 波は縦波、S 波は横波で、P はプリマリー、S はセカンダリ

ーの頭文字。 

https://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/download/G4m62M096jMXzdUhQ3n5M6VYX4NMh68p/N13007.pdf
https://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/download/G4m62M096jMXzdUhQ3n5M6VYX4NMh68p/N13007.pdf
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４地震については、「今後も継続的に知見の収集、はぎとり解析などの検討が

必要」、「各種調査により地盤情報の取得が必要」としながら、何の新たな行動

をしようとしないで、漫然と留萌支庁南部地震の観測記録をわずかに不確かさ

の考慮として上乗せしただけの地震動で済まそうとすること自体、原発の耐震

安全性の第一次的責任を負うべき被告日本原電の対応として全く不十分と言う

ほかない。「継続的に知見を収集」するなどと人ごとのように言って、自分では

何もしないのは電力会社として不誠実かつ不相当である。自ら、もしくは電力

各社の研究機関としての電力中央研究所が、直ちに探査や調査をすれば良いだ

けのことであるのに、被告日本原電を始めとする電力各社は、何もしようとし

ていないのである。しかし、このままで留萌支庁南部地震の観測記録のみで足

りるとするわけには行かない。したがって被告日本原電の「震源を特定せず策

定する地震動」の想定は、この点のみからしても不十分と言うほかない。 

   

４－２－３ 留萌支庁南部地震において、観測点での地震動以上の地震

動が生じた可能性について検討しないこと 

すでに述べたように、「震源を特定せず策定する地震動」を評価する方法とし

て地震動審査ガイドが規定するのは、対象となる地震の地震動観測記録を収集

して、それを基に各種の不確かさを考慮して策定するというものである。とこ

ろで、地震動審査ガイドの基本方針である「地震動全体を考慮する」という方

針からして、この「各種の不確かさの考慮」は、それによって「隠れ断層」の

活動によって敷地で発生する可能性のある地震動全体をカバーできるものでな

ければならない。 

したがって、データが少ないことによる不確かさである認識論的不確かさは、

必ず考慮しなければならない。そのことの帰結の一つとして、少なくとも留萌

支庁南部地震で発生した可能性のある最大の地震動程度は、想定することが必

要である。 

この留萌支庁南部地震の地震動分布については、地域地盤環境研究所の「震

源を特定せず策定する地震動に関する計算業務報告書」（甲Ｄ１８）が、シミュ

レーションをした結果がある。その１例が下図である。 
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この図の点線の正方形は、設定されたモデルでの断層面の形状を示しており、

大きい正方形が断層面全体、小さい正方形が設定したアスペリティを示してい

る。断層面は一辺が１０kmであり、△が観測点の HKD020である。赤の濃い領域

が地震動の大きな箇所を示しているが、このシミュレーションから確実にわか

ることは、この規模の小さな地震では、地震動の大きな領域が極めて局所的に

出現することである。したがって、１km もしくはもっと近くの別の地点でも、

大きさの全く異なる地震動が出現することは確実である。上記がシミュレーシ

ョンの結果でしかないとしても、この点は明確に認められ、そうであれば観測

点の観測記録が留萌支庁南部地震の最大地震動をとらえている可能性は、ほぼ

皆無と見ることができる。 

震源を特定せず策定する地震動は、どこに潜んでいるか分からない隠れた直

下の断層で、どれだけの地震動が敷地で発生するかを予め想定しておくために

策定するものである。しかし、これだけ局所的な現象であることからすれば、

留萌支庁南部地震のある観測点での地震動は、観測点が異なる場所にあれば、

全く異なる大きさの地震動となってしまう。たまたまある観測点での地震動観

測記録が得られたからと言って、観測点が異なっていれば、それよりずっと大

きな地震動が観測された可能性が高い。したがって HKD020での観測記録を若干

上乗せする「不確かさの考慮」をしておけば、それで、この種の地震でのいか

なる地震動も、それ以下におさまるというわけにはいかない。観測記録をもと

にして、あらゆる手段を用いて、留萌支庁南部地震で発生した可能性のある最

大地震動がどれほどかを推定し、それをもとに「震源を特定せず策定する地震



44 

 

動」を策定することが必要であり、たまたま設置されたある観測点で得られた

観測記録だけでは全く不十分である。少なくとも、自らシミュレーションをす

るなどして、留萌支庁南部地震で現れた可能性のある最大地震動がどれほどか

を追求しなければならない。 

ところが、被告日本原電は、そのようなことを一切せず、また規制委員会も、

留萌支庁南部地震で発生した可能性のある最大地震動を推定することを求めよ

うともしない。 

こうして求めた震源を特定せず策定する地震動は、敷地で発生する可能性の

ある地震動全体を到底カバーすることのできない、地震動審査ガイドにも反す

る不十分なものでしかないのである。 

 

４－２－４ Mw5.7 の留萌支庁南部地震以上の地震を想定しないこと 

留萌支庁南部地震は、Mw5.7の地震でしかない。しかし、地震動審査ガイドで

も、Mw6.5未満の地震は、事前にわかっていない直下の断層で起こる可能性があ

るとされている。したがって、留萌支庁南部地震の地震規模を超える地震が、

敷地直下の隠れた断層で発生する可能性を想定することが必要であり、それに

よって初めて「敷地で発生する可能性のある地震動全体」への考慮ができ、「想

定されるいかなる地震に対しても・・・十分な耐震力を有する」ことができる。

したがって、「各種の不確かさ」として、Mw6.5 未満の地震で、どこまでの大き

な地震動が敷地で発生するかの検討も必要であるが、被告日本原電は一切その

ような検討は行わっておらず、規制委員会もかえってそのような検討は不要だ

としてしまっている。これでは敷地で発生する可能性のある地震動全体を到底

カバーすることは到底できないから、被告の策定した「震源を特定せず策定す

る地震動」は、この点でも地震動審査ガイドにも反する不十分なものでしかな

いのである。 

 

５ 科学的想像力の発揮をおよそしようとしない被告日本原電の想定 

以上のとおり、被告日本原電は、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

においては、中越沖地震の知見によるアスペリティの応力降下量を平均的値の

１．５倍にすれば足りるとして、それ以上の不確かさの考慮をしようともせず

また、複数アスペリティのあるときに、それぞれ異なる応力降下量となること

も想定しようとしていない。震源を特定せず策定する地震動においては、留萌

支庁南部地震の最大地震動も検討せず、留萌支庁南部地震を超える規模の地震

も想定しようともしていない。 

これらは科学的想像力以前の問題であるが、少なくとも「不確かさの考慮」

に当たっては、科学的想像力など発揮することが求められるなら、最低限、科
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学的想像力以前の上記のような「不確かさの考慮」は必ず行われなければなら

ない。 

被告日本原電の地震動想定は不十分であって、原発の安全性を維持するに足

る十分な耐震力を有しえないものである。 
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第４ 規制委員会の審査が、新規制基準に違反して行われていること 

 

１ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の具体的審査の不合理 

１－１ 被告日本原電の「不確かさの考慮」と規制委員会の具体的審査 

被告日本原電は、プレート間地震、内陸地殻内地震のいずれについても、地

震動にもっとも大きな影響をもたらず短周期レベルあるいはアスペリティの応

力降下量について、２００７年新潟県中越沖地震の知見を踏まえて、強震動予

測レシピによる基本モデルの平均的値の１．５倍とし、それを「不確かさの考

慮」として行い、それ以上の短周期レベルあるいはアスペリティの応力降下量

を想定していない。 

そして、規制委員会は、被告日本原電の想定をそのまま認めている。 

実は、この手法は、全国のほぼ全ての原発の地震動想定で採用されており、

それ以上の短周期レベルあるいはアスペリティの応力降下量を想定する必要が

ないというのが、規制委員会の具体的審査内容となっている。 

 

１－２ 規制委員会の具体的審査委が、地震動審査ガイドに違反してい

ること 

地震動審査ガイドは、基準地震動策定の際の基本方針について、敷地で発生
、、、、、

する可能性のある地震動全体を考慮した地震動
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

とすること、中越沖地震の知見

を踏まえることを「不確かさの考慮」の項の前に記載しており、したがって、

中越沖地震の知見を踏まえることは、「不確かさの考慮」の以前の、基本モデル

設定の際になすべきこととされていること、については、すでに述べたとおり

である。 

被告日本原電の想定をそのまま認めた規制委員会の判断は、新規制基準の一

部となる地震動審査ガイドの規定に照らして、その規定する基本方針や、「不確

かさの考慮」を中越沖地震の知見を踏まえるべきとした後に記載した規定の趣

旨にも反するものであり、不合理というほかない。 

実質的にも、中越沖地震の知見を踏まえて、アスペリティの応力降下量をレ

シピによって得られる平均的値の１．５倍とするだけでは、原発の安全性の確

保のためには不十分である。わずか１０年ほど前の中越沖地震で、アスペリテ

ィの平均応力降下量が、平均的値の１．５倍となったからといって、今後、ア

スペリティの応力降下量が、それを超えるような値とならないなどとは決して

言えない。規制委員会の使用している平均的値の１．５倍で良いという上記の

具体的審査では、いかなる地震に対しても有すべき地震力は確保できないから、

この具体的審査は、基準自体として原発に求められる安全性の程度にももとる
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ものとしても不合理である。 

 

２ 「震源を特定せず策定する地震動」についての具体的審査の不合理 

「震源を特定せず策定する地震動」について、規制委員会は、地震動審査ガ

イドが収集対象として例示した１６地震のうち、特に Mw６．５未満の１４地震

については、２００４年留萌支庁南部地震の地震動のみを取り上げるという電

力各社の手法を、そのまま是認してきた。 

すなわち、規制委員会は、留萌支庁南部地震の地震動について検討した佐藤

ほか（２０１３）の地震動に、地表近くの地震動の減衰率に余裕をもたせるな

ど、わずかに上積みした応答スペクトルを採用すれば、それで「不確かさの考

慮」としては足りると認めてきた。 

しかし、地震動審査ガイドが収集対象として例示した１６地震について、信

頼性ある地盤モデルが構築できないとか、地盤情報が乏しいといった理由で、

はぎとり解析による基盤地震動の算定が困難である、というのは、単なる怠慢

であって、このような言い訳を規制委員会が許してきたことは、極めて不合理

である。 

また、留萌支庁南部地震の HKD020の観測記録は、同地震の最大地震動ではな

いから、少なくとも、同地震の最大地震動を考慮しなければならないし、さら

には、留萌支庁南部地震の Mw5.7 を超える、事前に震源の位置も規模もわから

ない地震が敷地直下で発生したときに、地震動がどこまでに及ぶかを考えるこ

とが必要であるが、規制委員会は、このようなことも一切求めていない。 

さらに、規制委員会は、例示された１６地震以降に発生した、収集対象とす

べき地震の観測記録を収集することも一切求めていない。 

このような放置が、地震動審査ガイドの規定をないがしろにするものであっ

て、不合理な対応であることは、一見して明らかである。 

 

３ 科学的想像力を発揮する必要がないとする規制委員会の具体的審査の不合

理 

科学的想像力を発揮すべきという津波審査ガイドの規定は、新規制基準の全

体系において共通する基準であることはすでに述べたとおりである。 

しかし、現実には、被告日本原電を含む電力各社の想定は、科学的想像力を

発揮するどころか、それ以前のはるか手前にとどまっている。 

にもかかわらず、規制委員会は、電力各社の想定を、是認してしまっている

のである。 

科学的想像力の発揮を求める新規制基準は無視してよいというのが、規制委

員会の具体的審査となっている。 
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４ なぜこのような新規制基準に反する審査が行われているか 

―地震学、地震動学についての専門家の存在しない規制委員会― 

地震動審査ガイドは、地震動の専門家によって策定されたものであるが、実

際に適用している規制委員会には、地震動の専門家がいない。具体的に、現在

の規制委員会委員を見れば、更田豊志委員長は、原子力研究所に長く勤務して

原子炉の安全研究をしてきた者、田中知委員は、東京大学工学部において原子

力工学を専門として核燃料サイクルや放射性廃棄物の研究を行ってきた者、山

中伸介委員は、大阪大学工学部で、原子炉重大事故に関連した燃料の安全研究

などをしてきた原子炉工学、核燃料工学・材料分野を専門とする者、伴信彦委

員は、東京大学医学部、看護学部で、放射線影響・防護の研究をしてきた者、

石渡明委員は、金沢大学理学部などで、地質学の研究をしてきた者である。 

規制委員は、５名中３名が、原子炉・原発を作ることを前提にして研究する

工学畑の専門家であり、その他は放射線関係の伴委員と地質学の石渡委員であ

るが、地質学と地震学や地震動学は異なる学問領域であるから、ただ１人地質

の専門家として入っている石渡委員であっても、地震学、地震動学、津波など

の専門家ではない。 

このように、地震動学などの専門家が審査を担当する規制委員会にいないこ

とが、地震動審査ガイドの規定と離れた判断基準を用いていることの背景にあ

るものと考えられる。要するに、地震動審査ガイドという審査基準を策定した

者と、規制委員会で実際に審査を担当している者とが異なって、審査を担当す

る規制委員会が素人集団であることに、問題の根本原因があるのである。 

このような地震動や地震についての地震動についての素人集団の規制委員会

がなした審査は、もともと信頼性に欠けるものでしかない。これは、津波、火

山、竜巻など、他の自然現象についても同様である。  
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第５ 地震発生の切迫性 

―東北地方太平洋沖地震の前後による地震発生状況の変化― 

 

東北地方太平洋沖地震が 2011 年 3 月 11 日発生したが、その前後で本件敷地

付近を含む領域での応力場が、圧縮の応力場から引っ張りの応力場に変わり、

そのためこれまで発生してこなかった正断層による地震が多数発生するように

なった。 

 それを示すのが次の図である。 

 

 
 

左図が東北地方太平洋沖地震の発生前の地震発生状況で、右図が東北地方太

平洋沖地震発生後の地震発生状況を示している。一見して明らかなように、東

北地方太平洋沖地震の発生後、これまで地震が発生していなかった領域に新た

に多数の地震が発生するようになっている。 

東北地方太平洋沖地震発生前には、被告日本原電は左図の微小地震分布をも

とに地震発生層の設定をしていたが、それがいかにあてにならないものだった

かが、左右の図の比較から明らかとなる。 
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要するに、今までとは異なる地震の発生状況が生まれたのであり、この領域

での既知の断層も、敷地直下に潜んでいる可能性のある未知の断層も、活動性

が高まっていると見なければならない。まだ東北地方太平洋沖地震が発生して

から７年しか経過していない現時点では、この領域での活動性のある断層は、

まだまだこれから活動するおそれを有していると見るべきである。 

特に、顕著な地震発生状況の特徴は、東方から西方に、本件敷地に向かって、

次第に浅い領域に多数の地震が発生していることである。この地震発生状況は、

敷地直下に未知の断層があるとすれば、それが今後活動する可能性が高まって

いること、要するに、敷地直下の隠れ断層による「震源を特定せず策定する地

震動」が、現実に敷地で発生する可能性が高まっていることを示唆しているの

である。 
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第６ 結論 

   

以上、述べてきたところからして、被告日本原電も規制委員会も、新規制基

準である地震動審査ガイドに規定した基本方針を守らず、基本方針にもとる設

定をし、地震動評価をしている。規制委員会は、新規制基準から離れて別途の

具体的審査基準を設け、それによって審査しているが、そもそも地震動につい

て、規制委員会委員は、みな素人であり、その設けた具体的審査基準には、不

合理なものが多い。こうして策定された地震動評価を前提とした、被告日本原

電の耐震設計は、危険性が否定できず、したがって、本件原発の運転は、差し

止められなければならない。 

以上 


